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フィルタリングとは、 
不適切なサイトやアプリを 
ブロックするサービス。 

フィルタリングとは？ 

必要なサイトやアプリを 
許可することも可能。 
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ウイルス対策ソフトは、 
スマホやパソコンにウイルスが 
入ってくるのを防ぐ。 

フィルタリングとウイルス対策ソフトの違い 

フィルタリングは、 
利用者が危険なサイトに 
出ていくのを防ぐ。 

子供を守る 機械を守る 

２ 



フィルタリングの具体的なご説明① 

世界中のウェブサイトのURLを収集し、それを図書館のように 
カテゴリーに分類。（＝フィルタリング用のデータベース） 

アダルト 

犯罪 

SNS 

掲示板 

ニュース 

旅行 出会い 

ブログ 

スポーツ 

など 

フィルタリング用のデータベース 

インターネット 

URLを収集・分類 
 

 http://www.aaa.com 
 http://www.bbb.com 
 http://www.ccc.com 
 http://www.ddd.co.jp 
 http://www.eee.co.jp 
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フィルタリングの具体的なご説明② 

利用者がブラウザでウェブサイトを閲覧する際に、 
設定に合わせて、特定のカテゴリやURLの閲覧を禁止。 

①端末のブラウザに 
  フィルタリングの設定 

③禁止されていない 
  URLは閲覧可能 

アダルト 

犯罪 

SNS 

掲示板 

ニュース 

旅行 出会い 

ブログ 

スポーツ 

など 

フィルタリング用のデータベース 

②特定のカテゴリ 
  やURLを禁止 

４ 
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■ 「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」(「青少年インターネット環境整備法」)は、
衆議院青少年特別委員会の委員長提案により提出され、平成20年６月成立（平成21年４月施行）。 

青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律 

青少年の適切なインターネット活用能力習得 
（発達段階に応じた情報の取捨選択能力等） 

フィルタリング等の推進 

民間主導（国等は支援） 

携帯電話事業者 

フィルタリング 
開発・提供事業者 

サーバー管理者 

その他関係者 

民 間 

啓発等の努力義務 

青 

少 

年 

支
援 

政 府 

子ども・若者育成支援 
推進本部 

 

基本計画 
 (※平成27年7月 第3次基本計画が決定) 
 

○ 基本方針 
○ 適切なインターネット活用能力の教育・啓発 
○ フィルタリング性能向上・普及 
○ 民間における取組の支援等 

策定 

基本理念 

プロバイダ等 

パソコンメーカー 

○ 利用者が青少年の場合、フィルタリン
グの利用を条件として提供する義務 

有害情報閲覧防止努力義務 

開発の努力義務 

○ 保護者は、利用者が青少年である場合、そ
の旨契約時に携帯事業者に申し出る義務 

○ 契約者から求められた場合にフィルタリン
グを提供する義務 

○ フィルタリングの利用を容易にする措置を
講じた上で販売する義務 

フィルタリング提供義務 
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「青少年インターネット環境整備法」について ５ 



青少年インターネット環境整備法（改正の概要） 

青少年確認 

フィルタリング説明 

フィルタリング有効
化措置 

契約締結者又は端末の使用者が18歳未満か確認 

①青少年有害情報を閲覧するおそれ、②フィルタリングの
必要性・内容を保護者又は青少年に対し、説明  

契約とセットで販売される携帯電話端末等について、販
売時にフィルタリングソフトウェアの設定を行う。 

  携帯電話事業者に対して、契約者又は端末（携帯電話端末・ＰＨＳ）の使用者が青少年（18歳未満）の場合、（保護者が
不要を申し出た場合を除き）ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｻｰﾋﾞｽの利用を条件として、通信サービスを提供することを義務付け 等 

 １．携帯電話事業者及び代理店に対して、上記義務に加え、新規・変更契約時に下記を義務付け 

① パソコンメーカー等に加え、携帯電話端末の製造事業者に対してﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞｿﾌﾄｳｪｱのプリインストール等ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ容易化措置を義務付け 

①フィルタリング
ソフトウェアの操
作のためのパス
ワード等の設定 

 （有効化措置） 

■ 施行期日：公布の日（ H29.6.23）から起算して１年を超えない範囲内で政令で定める日（H30.2.1施行） 

 ２．フィルタリング義務の対象機器を携帯電話・PHSに加え、データ通信用端末（タブレット等）に拡大 

【現行法の内容】 

【改正の内容】 

（注）その他  

※ 第193回通常国会に衆議院内閣委員会委員長提案として提出され、可決・成立。(H29.6.16) 

② ＯＳ開発事業者に対してﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ有効化措置・ﾌｨﾙﾀﾘﾝｸﾞ容易化措置を円滑に行えるようＯＳを開発する努力義務 

②フィルタリング
レベルの設定（高
校生・中学生モー
ド等の選択） 

６ 



新たな青少年有害情報閲覧防止措置のイメージ 

 Q 携帯電話端末等の使用者が青少年か？ 
 ※ 青少年に使用させるために役務提供契約を締結しようとする者には 
   申出義務あり 

               下記についての説明義務 

①青少年有害情報の閲覧をする可能性がある旨 
②青少年有害情報フィルタリングサービスの利用の必要性及び内容並びに 
      青少年有害情報フィルタリング有効化措置の必要性及び内容 

青少年有害情報フィルタリングサービス（ネットワーク型フィルタリング等）の利用を条件としての
役務提供義務 ※ 保護者が、利用しない旨の申出をした場合は、この限りでない 

Q 役務提供契約の相手方が青少年か？ ※ 携帯電話端末等が対象 

全ての役務提供契約（＊）の相手方が対象 

青少年有害情報フィルタリング有効化措置実施義務 
      フィルタリングソフトウェアのインストール・設定 
      （アプリの機能制限に関するＯＳの設定を含む。） 
    ※ 保護者が、措置を講ずることを希望しない旨の申出をした場合は、 
       この限りでない 

Yes No 

Yes No 

義務なし 

特定携帯電話端末等の場合 
※ 携帯電話回線契約と併せて 端末販売が行われる場合に限定 

13条 
青少年 
確認義務 

14条 
説明義務 

15条 
フィルタリング 
サービス 
提供義務 

16条 
フィルタリング 
有効化措置 
実施義務 

携帯ＩＳＰ・ 
契約代理店の義務 
（改正法により措
置） 

 
携帯ＩＳＰの義務 

＊ 役務提供契約：携帯電話インター
ネット接続役務の提供に関する契約 

７ 


